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研究成果の概要（和文）：地方自治体の公会計改革について、その理論的構造と目的に関する研究、自治体現場
での適用状況と実務的諸問題に関する実証的調査、自治体経営への新会計システムの活用に関する実態調査、さ
らに新公会計制度を導入した後に課題となる地方公監査のあり方に関する研究、さらに公会計改革に関する諸外
国の先行事例の研究を行い、それぞれについて成果を得た。

研究成果の概要（英文）：The following issues with regard to the new public accounting reform in 
Japanese local governments are discussed in this research. This includes research on the theoretical
 framework and purpose of public accounting; empirical study of the application and practice of the 
new accounting system in local governments; a survey of utilization of public accounting; a study on
 the way the local public sector audit should be under the new system; and comparative studies of 
the new accounting system in Japan and international public sector accounting systems.

研究分野：公会計、公監査、財務会計、会計監査

キーワード： 公会計　発生主義会計の導入　地方自治体の経営改善　地方自治体の財政の透明化と財政改革　監査制
度の改革

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地方自治体の行財政運営の効率化・適正化を高め、また住民や議会、ひいては国民等のステークホルダーへの説
明責任を果たすために財政の一層の透明性を達成することが公会計改革の眼目であるが、未だ公会計改革の意義
が多くの地方自治体に理解されておらず、したがって地方自治体の現場で公会計改革の成果を享受できるように
なるためには、より一層の地道な指導と専門人材の育成と情報・経験の共有化が必要であることが本調査研究を
通して判明した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
地方自治体の財政状況が厳しさを増す中で、行財政運営の効率化・適正化を高め、また住民
や議会、ひいては国民等のステークホルダーへの説明責任を果たすために財政の一層の透明性
を図ることが喫緊の課題として認識されてきた。しかし、東京都など、一部の地方自治体にお
いては、先行的に公会計の改革に着手するところもあったが、多くの地方自治体においては、
公会計の改革の意味、その内容については白紙状態であった。かかる認識のもと、政府、とく
に総務省においては、数次にわたって研究会を立ち上げ、地方公会計のモデルを提示するなど
して地方自治体の公会計の改革に乗り出し、十数年の時を経て、改革の仕上げの段階へと歩を
進め、さらには改革後を見据えた具体的実践と活用を検討すべき段階に入った。 
 
２．研究の目的 
本研究は、政府から提示された新しい公会計システムに焦点を当て、その理論的性格、自治
体現場での導入状況と実務的諸問題についてのアンケートによる実証的調査、自治体経営への
活用実態の実地調査、さらに新公会計システムを導入した後に課題となる地方公監査のあり方
の研究、さらに公会計改革に関する諸外国の先行事例を研究し、成果物を政府の施策に反映し、
かつ地方自治体現場へフィードバックする知見をまとめることである。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するために、以下の６点に焦点を当てて、研究を進めた。 
（１）地方公会計の基礎理論の研究：実態調査と分析を進めるにあたり新公会計システムが政
府の説明責任、行財政の効率化・有効化・健全化にどのように寄与するのかを、国・地方財政
制度との関連も踏まえて理論および制度の面から研究した。 
（２）新公会計システムと予算編成ならびに予算管理との関係に関する理論と実務の研究：新
公会計システムが基本とする発生主義ベースの会計データを現金収支主義の予算編成と管理に
どのように関連づけるのかを研究した。 
（３）新しい公会計システムの導入に関する国際的な先行事例の研究、ならびに公会計基準と
の比較研究：欧米のみならずアジア近隣諸国の先行事例について実地調査を行い、わが国の改
革に対する参考事例を集め、また新公会計システムの基準と国際公会計基準（International 
Public Sector Accounting Standards：IPSAS）などとの比較研究を行い、わが国の新公会計シ
ステムの特徴や特質を研究した。 
（４） 新公会計システムの導入状況の実態調査研究：全国の地方自治体がどのようなタイミン
グで新公会計システムを導入していくのか、導入したシステムは常時複式記帳方式か、期末一
括仕訳方式か、固定資産台帳の作成等導入にあたっての困難な面は存在したか、新公会計シス
テム導入後の運営上、どのような課題が存在するのか等の諸問題を、二度にわたるアンケート
調査と事例等の聞き取り調査から明らかにしようとした。 
（５）新公会計システムの活用状況に関する事新公会計システムの活用状況に関する地方自治
体現場での実態調査による事例研究：新公会計システムを導入することにより、企業と同じよ
うに四半期決算によって自治体経営の適時の状況把握が可能になるとか、早期の決算による次
年度予算編成へのフィードバックが可能になるとか、自治体の事業経営における管理会計的な
手法の取り込みなどが考えられ、研究の知見を自治体に還元することも本研究の意義の一つで
ある。 
（６）新公会計システムのもとでの地方公監査のあり方に関する研究：新公会計システムが導
入された後の地方公監査のあり方に関する諸問題を研究した。 
 
４．研究成果 
地方自治体の公会計改革に焦点を絞り、その意義と目的、さらには具体的成果について、ア
プリオリな理論研究、国際的かつ国内的な先行事例の経験論的研究、アンケートによる実態調
査、地方自治体の現場における実例調査を行った結果、地方自治体の行財政運営の効率化・
適正化を高め、また住民や議会、ひいては国民等のステークホルダーへの説明責任を果た
すために財政の一層の透明性を達成することが公会計改革の眼目であるが、未だ公会計改
革の意義が多くの地方自治体に理解されておらず、したがって地方自治体の現場で公会計
改革の成果を享受できるようになるためには、より一層の地道な指導と専門人材の育成と
情報・経験の共有化が必要であることが本調査研究を通して判明した。 
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